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１【連結財務諸表等】 
(1)【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,785,884 ※3  4,778,720

受取手形及び売掛金 6,605,845 6,387,233

有価証券 31 31

たな卸資産 829,016 －

商品及び製品 － 254,673

仕掛品 － 248,206

原材料及び貯蔵品 － 335

前払金 2,219,371 －

繰延税金資産 428,976 284,885

短期貸付金 1,181,307 410,421

預け金 － 1,523,423

その他 2,355,996 1,407,925

貸倒引当金 △515,272 △354,491

流動資産合計 17,891,157 14,941,364

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 324,455 278,057

減価償却累計額 △153,783 △135,905

建物及び構築物（純額） 170,672 142,152

機械装置及び運搬具 115,826 59,707

減価償却累計額 △30,957 △25,268

機械装置及び運搬具（純額） 84,869 34,439

工具、器具及び備品 517,472 375,687

減価償却累計額 △260,834 △214,751

工具、器具及び備品（純額） 256,637 160,936

土地 24,512 24,512

建設仮勘定 14,269 －

有形固定資産合計 550,962 362,040

無形固定資産   

のれん 1,945,399 1,490,026

その他 217,049 169,367

無形固定資産合計 2,162,448 1,659,394

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  482,276 ※1  377,271

出資金 4,879 4,879

長期貸付金 － 548,872

繰延税金資産 330,946 71,000

敷金及び保証金 359,436 －

投資不動産（純額） － 2,259,690

その他 427,224 385,600

貸倒引当金 △3,137 △110,766

投資その他の資産 1,601,626 3,536,549

固定資産合計 4,315,036 5,557,984

資産合計 22,206,194 20,499,348
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,215,073 1,578,150

短期借入金 5,629,422 4,681,406

1年内返済予定の長期借入金 410,000 1,138,008

未払法人税等 397,673 92,332

賞与引当金 307,269 201,600

その他 1,643,675 1,154,280

流動負債合計 10,603,114 8,845,778

固定負債   

長期借入金 1,042,500 2,171,990

退職給付引当金 129,626 －

その他 99,542 277,742

固定負債合計 1,271,669 2,449,732

負債合計 11,874,784 11,295,510

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,023,601 1,028,601

資本剰余金 6,539,600 6,544,600

利益剰余金 1,835,692 1,412,916

自己株式 △846,731 △1,149,288

株主資本合計 8,552,162 7,836,829

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 8,396 155

繰延ヘッジ損益 － △9,303

為替換算調整勘定 △402,478 △484,558

評価・換算差額等合計 △394,082 △493,706

新株予約権 34,292 －

少数株主持分 2,139,037 1,860,715

純資産合計 10,331,410 9,203,837

負債純資産合計 22,206,194 20,499,348
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平成20年６月27日

株式会社ＳＪホールディングス 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ＳＪホールディングスの平成19年4月1日から平成20年3月31日までの連結会計年度

の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社ＳＪホールディングス及び連結子会社の平成20年3月31日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年５月15日開催の取締役会において、子会社であ

る福建聯迪商用設備有限公司の出資持分をSmartview Resource Limitedに譲渡することを決議し、同日付で

契約締結している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

 
  

独立監査人の監査報告書

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  田  代  清  和 ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  岡  本  和  巳 ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  上  林  敏  子 ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成21年６月26日

株式会社ＳＪホールディングス 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  
 

  

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ＳＪホールディングスの平成20年4月1日から平成21年3月31日までの連結会計年度

の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社ＳＪホールディングス及び連結子会社の平成21年3月31日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士  田  代  清  和 ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士  岡  本  和  巳 ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士  上  林  敏  子 ㊞ 
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＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第2項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ＳＪホー

ルディングスの平成21年3月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を

整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場か

ら内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚

偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。  

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。  

 当監査法人は、株式会社ＳＪホールディングスが平成21年3月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効

であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内

部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

 
  

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成20年６月27日

株式会社ＳＪホールディングス 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ＳＪホールディングスの平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第19期事業年

度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ＳＪホールディングスの平成20年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

 
  

独立監査人の監査報告書

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  田  代  清  和 ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  岡  本  和  巳 ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  上  林  敏  子 ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成21年６月26日

株式会社ＳＪホールディングス 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ＳＪホールディングスの平成20年4月1日から平成21年3月31日までの第20期事業年

度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ＳＪホールディングスの平成21年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年６月26日開催の定時株主総会において、平成21

年７月１日を合併期日として連結子会社である株式会社ＳＪＩを吸収合併する合併契約の承認を決議した。

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

 
  

独立監査人の監査報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士  田  代  清  和 ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士  岡  本  和  巳 ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士  上  林  敏  子 ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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【表紙】  

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年６月26日 

【会社名】 株式会社ＳＪホールディングス 

【英訳名】 SJ Holdings Inc. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 李 堅 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません 

【本店の所在の場所】 東京都品川区東品川四丁目12番８号 

【縦覧に供する場所】 株式会社ジャスダック証券取引所 

 (東京都中央区日本橋茅場町一丁目５番８号) 

  

  



代表取締役社長である李堅は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び運用に責任を有しており、企

業会計審議会の公開した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制

の評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに

準拠して、財務報告に係る内部統制を整備及び運用している。 

 なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その

目的を合理的な範囲で達成しようとするものである。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告

の虚偽の記載を完全には防止又は発見することが出来ない可能性がある。 

  

  

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成21年３月31日を基準日として行われて

おり、評価に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

た。  

 本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）

の評価を行った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定している。当該業務プロ

セスの評価においては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼ

す統制上の要点を識別し、当該統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内部統

制の有効性に関する評価を行った。  

 財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、会社並びに連結子会社について、財務報告の信頼性に及ぼす

影響の重要性の観点から必要な範囲を決定した。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額的及び

質的影響の重要性を考慮して決定しており、会社及び連結子会社の12社を対象として行った全社的な内部

統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定した。なお、連結子会

社8社については、金額的及び質的重要性の観点から僅少であると判断し、全社的な内部統制の評価範囲

に含めていない。  

 業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の当連結会計年度の売上高（単体売上

計画）の金額が高い拠点から合算していき、当連結会計年度の連結売上高の概ね２／３に達している４事

業拠点を「重要な事業拠点」とした。選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目的に大きく関わ

る勘定科目として売上高、売掛金及び棚卸資産に至る業務プロセスを評価の対象とした。さらに、選定し

た重要な事業拠点にかかわらず、それ以外の事業拠点をも含めた範囲について、重要な虚偽記載の発生可

能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスやリスクが大きい取引を行っている

事業又は業務に係る業務プロセスを財務報告への影響を勘案して重要性の大きい業務プロセスとして評価

対象に追加している。 

  

  

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断

した。 

  

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３ 【評価結果に関する事項】



該当事項なし 

  

該当事項なし 

  

４ 【付記事項】

５ 【特記事項】



 
  

【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年６月26日 

【会社名】 株式会社ＳＪホールディングス 

【英訳名】 SJ Holdings Inc. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  李  堅 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当なし 

【本店の所在の場所】 東京都品川区東品川四丁目１２番８号 

【縦覧に供する場所】 株式会社ジャスダック証券取引所 

  (東京都中央区日本橋茅場町一丁目５番８号) 

  

  



当社代表取締役社長 李  堅は、当社の第20期(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)の有

価証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】



ファイル名:000_2_hyo4_0234900102106.doc 更新日時:2007/12/04 18:06 印刷日時:09/06/30 14:24 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宝印刷株式会社印刷


	有価証券報告書
	表紙
	中扉
	目次
	扉
	第一部　【企業情報】
	第１　【企業の概況】
	１　【主要な経営指標等の推移】
	２　【沿革】
	３　【事業の内容】
	４　【関係会社の状況】
	５　【従業員の状況】

	第２　【事業の状況】
	１　【業績等の概要】
	２　【生産、受注及び販売の状況】
	３　【対処すべき課題】
	４　【事業等のリスク】
	５　【経営上の重要な契約等】
	６　【研究開発活動】
	７　【財政状態及び経営成績の分析】

	第３　【設備の状況】
	１　【設備投資等の概要】
	２　【主要な設備の状況】
	３　【設備の新設、除却等の計画】

	第４　【提出会社の状況】
	１　【株式等の状況】
	２　【自己株式の取得等の状況】
	３　【配当政策】
	４　【株価の推移】
	５　【役員の状況】
	６　【コーポレート・ガバナンスの状況等】

	第５　【経理の状況】
	１　【連結財務諸表等】
	２　【財務諸表等】

	第６　【提出会社の株式事務の概要】
	第７　【提出会社の参考情報】
	１　【提出会社の親会社等の情報】
	２　【その他の参考情報】


	第二部　【提出会社の保証会社等の情報】
	監査報告書
	内部統制報告書
	確認書




